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答 申 書

（答申第５５号）

平成１９年５月７日

１ 審査会の結論

用地測量業務に係る成果品に関する別紙１の表の左欄に掲げる公文書のうち、異議申

立てのあった同表の右欄に掲げる情報を非開示としたことは、妥当である。

２ 異議申立ての経過並びに異議申立人の主張及び実施機関の説明の要旨

（省略）

３ 審査会の判断

(1) 本件諮問事案に係る開示請求の対象公文書について

本件諮問事案に係る開示請求（以下「本件開示請求」という。）の対象公文書は、

○○○○線交安工事に係る土地境界確認書（○○郡○○町○○○○番○、○番○、○

番○、○番○○、○番○○、○番○、○番○○、○番○○、○番○○及び○番○○）、

土地境界確認協議書(○○郡○○町○○○○番○、○番○○及び○番○○)及び相続関

係者調べである。

(2) 本件諮問事案における審議について

北海道知事（以下「実施機関」という。）は、本件開示請求に対応する公文書とし

て、平成○年度○○○○線交安工事（地特）(○○）用地測量業務に係る成果品のう

ち、土地境界確認書（○○郡○○町○○○○番○、○番○、○番○、○番○○、○番

○○、○番○、○番○○、○番○○、○番○○及び○番○○）、土地境界確認協議書

（同○番○）及び相続関係者調べを特定し、これらの公文書の一部が北海道情報公開

条例（平成10年北海道条例第28号。以下「条例」という。）第10条第１項第１号に規

定する非開示情報（以下「１号情報」という。）、同条同項第２号に規定する非開示

情報（以下「２号情報」という。）又は同条同項第６号に規定する非開示情報に該当

するとして一部開示決定処分（以下「本件処分」という。）を行った。

異議申立人は、本件処分により非開示とされた情報のうち、①土地境界確認書（同

○番○、○番○、○番○○及び○番○○)の立会人の氏名、②土地境界確認協議書(同

○番○)の土地所有者の氏名、③土地境界確認書（同○番○○、○番○○、○番○○

及び○番○○）の立会人の印影及び④相続関係者調べの開示を求めていることから、

本件処分のうち当該部分を１号情報又は２号情報に該当するとして非開示としたこと

の妥当性について判断することとする。

(3) １号情報の該当性について

ア 条例第10条第１項第１号は、個人の思想、宗教、身体的特徴、健康状態、家族構

成、学歴、職歴、住所、所属団体、財産、所得等に関する情報（事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され得るもののう

ち、通常他人に知られたくないと認められるものは、非開示情報に該当する旨を定

めている。

イ 実施機関は、上記①及び②については、それぞれ相続人の氏名が記載されてお

り、相続人による持分登記がなされておらず第三者が知り得ることのできない情報

であることから、当該情報は個人のプライバシーに属すると考えられる情報であ

り、特定の個人が識別され得る情報で、通常他人に知られたくないと認められると

主張する。

また、上記④については、公開を前提とした土地登記簿に記載されていない情報
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であり、第三者が知り得ることのできない情報であることから、当該情報は、個人

のプライバシーに属すると考えられる情報であり、特定の個人が識別され得る情報

で、通常他人に知られたくないと認められると主張する。

ウ 上記①及び②は、○○郡○○町○○○○番○､○番○､○番○○及び○番○○の土

地所有者の相続人の氏名であり、また、④には、相続関係者の住所、氏名及び相続

割合が記載されている。

これらの情報は、直接又は他の情報と組み合わせることにより、特定の個人が識

別され得る情報であり、通常他人に知られたくないと認められることから、１号情

報に該当するものと判断する。

(4) ２号情報の該当性について

ア 条例第１０条第１項第２号は、法人その他の団体（国、独立行政法人等（独立行

政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）第２条第１

項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、地方公共団体及び地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地

方独立行政法人をいう。以下同じ。）を除く。以下「法人等」という。）に関する

情報及び事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、開示することにより、

当該法人等及び当該事業を営む個人の競争上若しくは事業運営上の地位又は社会的

な地位が不当に損なわれると認められるものは、非開示情報に該当する旨定めてい

る。

イ 実施機関は、上記③については、開示することにより、登録印を偽造され、悪用

される恐れがあることから、当該法人の事業運営上の地位が不当に損なわれると認

められると主張する。

また、当該法人に関する登録印の印影については、当該法人でなければ、印鑑証

明書を取得することができないなど、一般に公開される性質のものではない情報で

あることから、法人の内部管理に属する情報であり、非開示情報に該当するもので

あると主張する。

ウ ２号情報の「不当に損なわれるかどうかは、当該法人に係る当該事業の性格、規

模、事業活動における当該情報の位置付けなどを客観的に判断して行うものとされて

いる。

上記③は、○○○○○○○公社の理事長印の印影であり、記載内容が真正なもの

であることを示す認証的機能を有する性質のものであることから、開示することに

より、偽造され悪用されるなど当該団体の事業運営が不当に損なわれることは否定

できないと考える。

したがって、上記③は、当該団体の事業活動を行う上での内部管理上の事項に属

する情報であって、開示することにより、当該団体の競争上若しくは事業運営上の

地位又は社会的な地位が不当に損なわれると認められることから、２号情報に該当

するものと判断する。

(5) 異議申立人のその他の主張について

異議申立人のその他の主張については、条例の解釈適用を左右するものではないと

考えられることから、いずれも採用することはできない。

以上のことから、結論のとおり判断した。
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４ 審査会の処理経過の概要

本件諮問事案についての処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 経 過

平成19年１月26日 ○ 諮問書の受理（諮問番号54）

○ 実施機関から関係書類（①諮問文、②異議申立書の

写し、③公文書開示請求書の写し、④公文書一部開示

決定通知書の写し、⑤異議申立ての概要、⑥理由説明

書、⑦対象公文書の写し）の提出

平成19年１月31日 ○ 新規諮問事案の報告

○ 本件諮問事案の審議を第一部会に付託

平成19年２月15日 ○ 異議申立人から意見書の提出

平成19年３月14日 ○ 実施機関から本件処分の理由等を聴取

（第一部会） ○ 審議

平成19年４月19日 ○ 審議

（第一部会）

平成19年４月26日 ○ 答申案審議

（第20回審査会）

平成19年５月７日 ○ 答申
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別紙１

本件処分における対象公文書及び非開示部分並びに異議申立部分

異議申立て
対象公文書名 非開示とした部分 該当条項

の対象部分

土地境界確認書

○○郡○○町○○○○番 ・「立会人」欄の住所 ― 条例第10条第１項

○ ・「立会人」欄の印影 ― 第１号

・管理技術者の氏名 ―

同○番○ ・「立会人」欄の住所 ― 条例第10条第１項

・「立会人」欄の印影 ― 第１号

・管理技術者の氏名 ―

同○番○、○番○、○番 ・「立会人」欄の住所 ― 条例第10条第１項

○○及び○番○○ ・「立会人」欄の氏名 同左 第１号

・「立会人」欄の印影 ―

・「立会人」欄の土地所有者との関係 ―

・管理技術者の氏名 ―

同○番○○、○番○○、 ・「立会人」欄の法人の印影 同左 条例第10条第１項

○番○○及び○番○○ 第２号

・管理技術者の氏名 ― 条例第10条第１項

第１号

土地境界確認協議書 ・「土地所有者住所・氏名」欄の住所 ― 条例第10条第１項

（同○番○) ・「土地所有者住所・氏名」欄の氏名 同左 第１号

・「隣接土地所有者住所・氏名」欄の住所 ―

・「隣接土地所有者住所・氏名」欄の氏名 ―

・管理技術者の氏名 ―

・「隣接土地所有者住所・氏名」欄の個人の ― 条例第10条第１項

印影 第１号

・「隣接土地所有者住所・氏名」欄の法人の ― 条例第10条第１項

印影 第２号

・「地積」欄の更生後地積 ― 条例第10条第１項

第６号

相続関係者調べ 同左すべて 同左 条例第10条第１項

第１号


